



























































出 所 ）『銀 行 局 金 融 年 報 』 平 成6 年 版 か ら 作 成 。

















































界 費 用 で 再 利 用 で き る と い う 場 合 、 ② 審 査 方 法 の ノ ウ ハ ウ 自 体 を 低 い 限 界 費 用 で 再 利 用 で き る 場 合
と に 分 け ら れ る で あ ろ う 。 金 融 機 関 合 併 に 際 し て は 、 い ま ま で 二 つ の 金 融 機 関 で 行 わ れ た 類 似 し た
情 報 収 集 コ ス ト が 節 約 で き る こ と か ら 、 費 用 を 節 約 で き る と い う こ と に な る 。 こ れ ら の 議 論 は 、 金
融 業 が 情 報 生 産 に よ っ て 特 徴 付 け ら れ る 産 業 で あ る と い う 点 に 規 模 の 経 済 性 、 さ ら に は 範 囲 の 経 済
性 の 源 泉 を 帰 す 議 論 で あ る1 レ
よ り 実 際 的 、 実 務 的 レ ベ ル で の 合 併 の 費 用 節 約 効 果 と し て は 、 ③ コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム な ど の 設
備 投 資 に 係 る 単 位 当 り 固 定 費 用 の 削 減 が 可 能 で あ る こ と 、 宣 伝 活 動 の 効 率 化 が 可 能 と な る こ と 、 ①
重 複 店 舗 や 重 複 人 員 の 削 減 が 可 能 で あ る こ と 、 ⑤ 金 融 機 関 の 規 模 が 大 き く な る と 許 可 さ れ る 業 務 範
囲 や 取 引 の 上 限 が 一 般 に 拡 大 し た り 、 ま た 何 等 か の 理 由 に よ っ て 生 産 物 の 構 成 が 変 化 し 、 そ れ が 収
益 を 改 善 す る こ と2) 、 ⑥ 金 融 機 関 の 規 模 が 大 き く な る こ と に よ り 市 場 支 配 力 が 強 ま り 、 そ れ が 収 益
に 貢 献 す る こ と3)、 ⑦ 人 材 の 質 の 向 上 、 な ど が 考 え ら れ る 。
以 上 の 議 論 を 、 生 産 関 数 や 最 小 費 用 関 数 に 基 づ い て 分 析 し て み よ う 。n 次 元 生 産 物 ベ ク ト ル をy,m
次 元 生 産 要 素 ベ ク ト ル をX と す る 。 す べ て の 生 産 要 素 は 可 変 と す る 。 長 期 的 な 、 パ レ ー ト 最 適 な
生 産 の 組 み 合 わ せ を 次 の 生 産 関 数 で 表 現 す る 。
μx,v)=0(1)





み ま 衣 こ つ い て 準 凹 で あ る よ ま た 、 こ の 生 産 関 数 に は 時 点 や 地 域 環 境 の 差 な ど を 吸 収 す る た め の
シ フ ト パ ラ メ ー タ を 含 め る こ と も 可 能 で あ り 、 次 節 以 降 の 実 証 部 分 で は そ れ ら は 含 め ら れ て し るヽ 。




こ こ で 、w は 四 次 元 生 産 要 素 価 格 ベ ク ト ル で あ る 。 こ の 最 小 費 用 関 数(2) は 規 模 の 経 済 性 に 関 し
て 生 産 関 数(1) と 同 一 の 情 報 を 持 つ こ と が 知 ら れ て い る た め4) 、 規 模 の 経 済 性 の 分 析 に あ た っ て は 、(1)
を 推 定 す る と い う 困 難 な 作 業 を 行 う 代 わ り に(2) を 推 定 す る と い う の が 一 般 的 で あ る 。
各 金 融 機 関 は 短 期 的 に 生 産 要 素 ベ タ ト ル ヱ の う ち の 固 定 的 な い く つ か を 所 与 と し て 利 潤 極 大 化 を
行 っ て い る 。 す な わ ち 、 生 産 物 価 格 ベ ク ト ル をp す れ ば 、 あ る 金 融 機 関 の 利 潤H は 次 式 で 表 す こ と


















































































































































×（資金調達金利）乃×（1 人当 り賃金戸 ×（1 支店当り物件費戸
ダ ×(1 支店当り預金残高
戸 × （1 支店当り貸出残高戸 ■ ■ ■
■
×（東北6 金庫ダ ミー）β9×（東部7 金庫ダミ¬戸ox
（首都圏4 金庫ダ ミー戸1×（近畿7 金庫ダミー）枇 ニ




資 金 調 達 金 利＝資金調達費用／（預金 ・積金 十CD ）1
人 当 り 賃 金＝人件費／役職員数1
支店 当 り物 件 費＝物件費／本支店数1
］支店当 り預金残高こ預金・積金末残／ 本支店数1
］支店当 り貸出残高7 貸出末残／本支店数






り賃金などが同じであるが、1 件当 り貸出額のみが異なる2 つの金庫がある場合 、総費用は1 件当





ダ ミー変数ぱ、該当す るときに2.7183 （すなわち自然対数の底）、該当しないと きに1 を と る。 ダ
ミー変数も理論的には生産関数のシフトパラメータである（各エリアに含まれる労働金庫について
は、表4 の注を参照のこと）。
次に計測手 法 であ るが、 回帰分析 （最小 二 乗 法） の一 種 であ るSUR(seeminglyunrelatedestimation




年度～1993 年 度の年次デ ータとした。デ ータは、首都圏労金経営研究所から 提供された。SUR
によってモデルを計測した後、規模の経済性が存在す るか否かについ て計 算されたパラメー
タを用いて検討する。もちろん、検討する問題は次の2 つであ る。まず第1 の問題は、合併による規模
の経済性が存在する否かであるが、コブ・ダグラス型関数の性質から、この問題については、3 つ の
パ ラメータβ1、β2、β3の和が明らかに1 より小さいとき、すなわちβ1十β2十β3＜1 が明確にいえ るとき、
規模の経済性が存在するとい うことができる。例えば、もし明確にβ汗 烏十β3＝0.8 ＜1 であれば、
次の表1 のように、1 ］支店あた り預金残高、貸出残高が同じで、資金運用収益、役務取引等 収益、そ
の他業務収益が1% ずつ異なる2 つの労働金庫A とB のコストは、収益が1 ％ずつ大きいB 金庫の
経常費用が0.8 ％大きくなることを示す。すなわち、1 ％の規模の上昇は0.2 ％の費用の節約となる。
表1IS, 十恥十|33＝0.8の場合の仮設例










経 常 費 用
A 労 働金 庫 100 1〔).0 10.0 200 150 100.0
B 労 働金 庫 101 10.1 10.1 200 150 100.8
第2 の問題は、成長による規模の経済性が存在するか、ということである。この問題については
β斗 函十β汗β7十β8＜1 が明確にいえるとき、規模の経済性が存在するということができる。表2 で
は/3.十β汗 ゐ十函十β8＝0.8の場合の仮設例を示七ていゐ。‥
表2 β1十β2十β3十βア十β8＝0.8 の場合の仮設例










経 常 費 用
A 労 働金 庫 100 10.0 10.0 200 150 100.0
B 労 働金 庫 101 10.1 10.1 202 151.5 100.8
労働金庫の合併に関する規模の経済性123
4 結果































































































































































































仮 説 推定値 カィ2 乗p 値
β1 ＋ β2 十 β3 こ1 （ 仮 説1 ）
β, 十 β2 十 β3 十 β7 十 β. ＝1 （ 仮 説2 ）
0.97092128.2692030.000000
0.91301496.2721580.000000






















あるという条件は満たされていない（表3 －3 における「仮説3 」）。この理由については、おそら
く単位当り物件費の測定の困難のためであると思われる。
し
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労働金庫名 説明変数1 説明変数2 説明変数3 説明変数4 説明変数5
A 労 働 金 庫 ai a2 a3 a4 as
B 労 働 金 庫 b, b^ h, b4 bs






＝/（αi，at, α3，α ，̂as）十八（ み2，ろi，&i，bs）十八Cl,C2 ，Cz,d ，Cs） 十
－f（a,＋b,＋ら 函十仇十らCl-i十ろ3＋ら の十み＋̂C^，as＋ろs十c ）
である。
実証分析 から、合併に関す る規模の利益が存在する結果 が導かれたため、この値は必ず正になる。
なお、実 際の合併に際しては、特に賃金は高い金庫に合わせられる傾向にあ り、その場合は合併
に よる節約 額はこの試算 よりも平均的に小さくなることは明白である。
しかしながら、このような場合でも、合併後 の金庫の総費用は、合併をせず に低い賃 金の金庫が
高い賃金の金庫の水準まで賃金を上昇させたときの両金庫の総費用の合計 よりは必ず小さくなって
いるという 点で、合併の効果は必ず発生している。
このような場合のコストタ ップを考えるため、極端な ケースとして、年齢構 成を無視して、首都
圏4 金庫について、現時点で1 人当 り人件費が最も高い神奈川労働金庫に賃金水準がそろった場合
についても試算した。この計算例からわかるように、賃金上昇 の費用上昇効果は、合併に よる全体
的な費用節減効果を打ち消すほどには大きぐはない。合併におけるマイ ナス効果として、もっとも







































に ］書間文彦「金融業における規模と範囲の経済性」『RESEARCH 』1989年4 月特別号、労働金庫研究所






（1995 年9 月26 日受理）
